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エグゼクティブ‧サマリー

本レポートは、米国政府が中国のテクノロジーおよびエンターテインメント分野の
企業に対して経済制裁を強化する中、この動きが日本の基幹産業の一つであるアニ
メ業界に及ぼす潜在的かつ変革的なリスクを分析する。
このリスクは業界の構造的脆弱性、特に中国資本の流入経路となっている「製作委員
会」方式への依存によって増幅されている。主要な分析結果は以下の通りである。

影響の規模：影響の大きさは「高」と評価される。米国政府が「レッドリスト」指
定された中国企業との取引を行う企業への制裁を発動した場合、業界が完全に崩壊
することはないものの、深刻な資本ショックを引き起こすだろう。これにより、多
数のアニメスタジオが経営破綻に追い込まれ、業界は急速かつ痛みを伴う、根本的
なビジネスモデルの転換を余儀なくされる。

実現可能性：このリスクが現実化する確率は、現行の石破政権下で「中〜高」と評
価される。
石破政権が掲げる経済安全保障の重視と日米同盟の強化という方針は、日本がこの
種の圧力から自国産業を保護するよりも、米国の戦略的目標に同調する可能性が高
いことを示唆している。

本レポートはこれらのリスクを乗り切るための戦略的提言として、即時のリスク評価
とデューデリジェンス、中期的な資本調達源と市場の多様化、そして長期的にはより
強靭で自己完結的なビジネスモデルの育成という3段階のアプローチを提示する。

第1章新たな地政学的戦場：
国家戦略ツールとしての米国経済制裁の理解

1.1.「レッドリスト」の分類学：米国の経済的圧力手段の峻別

「レッドリスト」という用語は、それぞれに異なる法的‧商業的意味合いを持つ、
米国の多様な規制ツールを包含する。正確なリスク評価のためには、これらの峻別
が不可欠である。

セクション1260H「中国軍事関連企業（CMC）」リスト：

メカニズム：主に米国国防総省（DoD）が、中国の「軍民融合」戦略に関与してい
ると見なす企業を指定するリストであり、評判や米国政府調達に影響を与える。

直接的影響：DoDがリスト掲載企業との契約を新規締結または更新することを禁止する。
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これは大半の日本アニメ企業には限定的な直接的影響しか持たない。

間接的影響：深刻なレピュテーション（評判）毀損、株価の変動、そして米国企業
が提携を躊躇する「萎縮効果」を生む。
これがこのリストから生じる現在の主要なリスクである。

エンティティ‧リスト（商務省産業安全保障局-BIS）：

メカニズム：より厳しい貿易制限ツール。「米国の国家安全保障や外交政策に反す
る」活動に関与していると信じるに足る合理的な理由がある場合に企業が追加され
る。

直接的影響：リスト掲載企業への米国規制品目の輸出に際し、ライセンス要件を課
し、「原則不許可」の方針を適用する。これにより、米国の技術、ソフトウェア、
製品へのアクセスが事実上遮断される。

非SDN中国軍産複合体企業（NS-CMIC）リスト（財務省外国資産管理室-OFAC）:

メカニズム：資本市場を対象とした制裁。
米国人によるリスト掲載企業の上場証券の売買を禁止する。

二次的制裁（セカンダリー‧サンクション）：

メカニズム：最も強力なツールであり、米国の管轄権を非米国人にまで拡大する。
これにより、第三者（例：日本企業）は、制裁対象（例：中国企業）との取引を続
けるか、米国との取引を続けるかの選択を迫られる。

影響：米国金融システムからの遮断（コルレス銀行口座の喪失）、資産凍結、自ら
が制裁リストに追加されるといった結果を招く可能性がある。

これが本件で想定される究極の脅威である。

これらのリストは単なる個別の規制ではなく、一つの「エスカレーション‧ラダ
ー（段階的強化のはしご）」として機能していると理解することが重要である。

ある企業がCMCリストのような比較的影響の少ないリストに掲載されることは、そ
れ自体が最終目的ではなく、米国政府がその企業を注視しており、行動が改まらな
ければエンティティ‧リストや二次的制裁といった、より厳しい措置にエスカレー
トする可能性を示唆する警告と解釈できる。この動的なリスク認識は、制裁対象企
業のパートナーにとって、静的な問題（「我々のパートナーがリストに載った」）
から、常に変化する脅威（「我々のパートナーはいつでも致命的な制裁を受ける可
能性がある」）へとリスクの本質を変容させる。
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1.2.テンセントの事例：地政学的リスクのケーススタディ

ゲーム、ソーシャルメディアの世界的巨人であり、アニメエコシステムの主要投資家
でもあるテンセント（Tencent）は、近年DoDのCMCリストに追加された。

即時の影響：この指定は、テンセントおよびその主要投資家の株価の急落を引き起
こした。

テンセントの対応：同社は即座にこの指定を「間違い」であると表明し、過去にシ
ャオミ（Xiaomi）が成功したように、DoDとの対話を通じてリストからの除外を目
指す意向を示した。

分析：テンセントの事例は、CMCリストのような比較的「軽い」指定でさえ、即時
かつ具体的な金融‧評判上の影響をもたらすことを示している。
これは、指定された企業と重要な取引関係にある日本のコンテンツ産業を含むあら
ゆる業界への明確な警告として機能する。
これらの米国の措置は、もはや理論上のリスクではなく、現実の脅威なのである。

1.3.強制のメカニズム：二次的制裁はいかに選択を迫るか

二次的制裁が実際に発動された場合、日本のアニメ企業は深刻な岐路に立たされ
る。例えば、製作委員会における中国の主要パートナーが二次的制裁の対象となっ
た場合、その企業との取引を継続する日本企業は、米国金融システムから遮断され
る可能性がある。

これは、国際取引に不可欠な米ドルへのアクセスを失い、CrunchyrollやNetflixとい
った米国配給会社からの支払いを受け取れず、米国拠点のサービスやソフトウェア
の対価を支払うこともできなくなることを意味する。ロシアやイランに対する制裁
の事例が示すように、このツールはグローバルに事業を展開する企業にとって致命
的な効果を持つ。

この文脈で理解すべきは、二次的制裁の脅威そのものが、実際の執行と同等の威力
を持つという点である。
制裁の曖昧さとその甚大な影響の可能性は、リスク回避を重視する日本の大企業
（およびその取引銀行や保険会社）をして、CMCリストのような比較的軽微なリス
トに掲載された中国パートナーとの関係を予防的に断ち切る「デリスキング」へと
駆り立てる。
これにより、「連座制」ともいえる効果が生まれ、正式な二次的制裁が発動される
以前に、資本の引き揚げという自己実現的予言が現実のものとなりうる。
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第2章アニメ産業の対中エクスポージャー：構造的脆弱性の分析

2.1.共生的かつ非対称的な関係：中国の多面的な役割

日本のアニメ産業にとって、中国は単なる市場ではなく、そのバリューチェーン全
体に深く組み込まれた存在である。

主要市場として：中国は公式ルートのみならず、歴史的には巨大なファンベースを
築いた海賊版を通じて、アニメの巨大な消費市場を形成してきた。
『THEFIRSTSLAMDUNK』のような映画の成功はこの市場の重要性を物語っている。
しかしこの市場は予測不可能な政府の規制、検閲、上映本数制限に左右されるた
め、収益源としての安定性には欠ける。

資本供給源として：これが最も重大な脆弱性である。テンセントやBilibiliといった中
国のテック企業は製作委員会に直接参加する主要な投資家となっている。
一部の委員会ではその出資比率が8〜9割に達するとの報告もある。
この資本は、高騰し続ける制作費を賄う上で不可欠な要素となっている。

生産パートナーとして：業界はコスト削減と生産能力の確保のため、作画作業などを
中国や韓国のスタジオに大きく依存しており、この現状は日本が「下請け」化すると
の懸念を生んでいる。

この依存関係は、資本と生産の両面に及ぶ「二正面脆弱性」を形成している。
資本ショックは新規プロジェクトを停止させ、サプライチェーンの混乱は既存プロ
ジェクトを遅延‧中断させる。
この二重の依存構造は、危機的状況において日本のアニメ産業が取りうる選択肢を
著しく狭めている。
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2.2.製作委員会の急所：地政学的リスクの導管

「製作委員会」方式は、アニメ制作の高いリスクを複数の出資者（出版社、テレビ
局、レコード会社など）で分散させるために設計された日本独自の資金調達モデル
である。

このモデルは財務的リスクを分散させる一方で、意図せずして地政学的リスクを業
界全体に集中させる構造的欠陥を抱えている。
中国資本、特にテンセントのような巨大企業が製作委員会に主要な出資者として参
加することで、そのプロジェクト全体と参加する他のすべての日本企業がその中国
企業に関連する地政学的リスクに直接晒されることになる。

この状況は一つの企業の「リスクプロファイル」が、パートナーシップを通じて他
の多数の企業に伝染するという、システミックリスクの典型例である。
製作委員会という、本来はリスクを軽減するための仕組みが、皮肉にもリスクを業
界全体に増幅‧伝播させる導管として機能してしまっているのである。

この脆弱性は、製作委員会方式が内包する「利益のパラドックス」によってさらに
深刻化する。
この方式では、実際に創造的な労働を担うアニメ制作スタジオが、多くの場合、固
定の制作費しか受け取れず、IP（知的財産）の二次利用から生まれる莫大な利益の
分配に与れない。この構造が、スタジオの慢性的な経営不安、クリエイターの低賃
金、そして才能の流出を招き、外部からのショックに対して極めて脆弱な産業体質
を作り出している。
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2.3.IPマネタイズにおける依存構造

ゲーム化：IPの収益化において最も利益率が高いのはモバイルゲーム化である。
中国企業は日本のIP（例：『ONEPIECE』、『聖闘士星矢』）を基にしたゲームの主
要な開発‧パブリッシャーであるだけでなく、日本のゲーム会社自体への投資や買
収も進めている。
米国による取引禁止措置は、この重要な収益源を断絶させる可能性がある。

商品化‧ライセンス供与：中国はフィギュアからアパレルまで、ライセンス商品の
巨大市場である。
『呪術廻戦』や『ポケモン』といった人気IPは、中国で大規模なコラボレーション
や小売戦略を展開している。これらの収益は製作委員会によって管理されるため、
根本的な脆弱性に直結している。

資金還流リスク：たとえ中国で利益を上げたとしても、その資金を日本に還流させ
るプロセスは、厳格な規制、為替管理、複雑な税務手続きに満ちており、それ自体
が大きな経営リスクとなっている。以下の表は、アニメのバリューチェーン全体に
おける中国の役割の広さと深さを示している。

バリューチェーン段階 中国の関与形態 具体例‧根拠

IP創出 原作提供‧共同企画
中国原作の漫画‧小説を日本でアニメ
化、日中共同企画（例：Bilibiliと
KADOKAWAの共同企画）39

資金調達 資本投資
製作委員会への直接出資（例：Tencent
が出資比率8-9割を占めるケースも）35

プリプロダクション 企画参加
共同製作契約を通じた企画段階からの
関与24

制作 アウトソーシングパートナー
作画、動画、仕上げ工程の安価な労働
力として活用33

ポストプロダクション - （特記事項なし）

配給 市場アクセス
中国国内の動画配信プラットフォーム
（Bilibili,iQIYI等）での配信39

マネタイズ（収益化）
ゲーム開発‧運営

日本の有名IPを基にしたモバイルゲー
ムを開発‧運営25

商品化ライセンス
フィギュア、アパレル、カフェ等のラ
イセンスパートナー
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第3章影響シナリオ分析：業界の崩壊か、強制的な変態か

3.1.中心的問い：このリスクは業界を崩壊させうるか

崩壊しないという見方：アニメに対する世界的な需要は堅調かつ成長しており、基
本的な市場の受け皿は存在する。創造的な才能と中核となるIPは日本国内に留まって
いるため、産業が完全に消滅する可能性は低い。

深刻な混乱に陥るという見方：業界の資金調達モデルと生産モデルは極めて脆弱で
ある。突発的かつ大規模な資本ショックは、プロジェクトの大量中止とスタジオの
倒産ラッシュを引き起こす。
特に薄利または赤字で経営している中小スタジオは壊滅的な打撃を受ける。
これは完全な消滅ではないにせよ、「市場の暴落」あるいは「構造的崩壊」と呼ぶ
に値する事態である。

3.2.シナリオ‧モデリング：制裁発動の波及効果

初期ショック：テンセントのような中国の主要投資家が二次的制裁の対象となる。
彼らが関与する全ての製作委員会は「汚染」されたと見なされる。

資本逃避：日本のパートナー企業は、米国の制裁を回避するため、これらの委員会
から一斉に離脱を試みる。
これにより、業界全体で突如として大規模な制作資金の不足が発生する。

スタジオ倒産の連鎖：これらの委員会から制作を受託していたスタジオは、即座に
収入を絶たれる。高い固定費と乏しい手元資金のため、多くが経営破綻に追い込ま
れ、ドミノ倒しのような連鎖倒産が発生する。
業界全体の制作スケジュールは完全に崩壊する。

IPの塩漬け：中断されたプロジェクトの権利は、法的‧財務的な紛争に巻き込ま
れ、他での完成や売却が困難になる。
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3.3.強制的な変態：代替ビジネスモデルの台頭

この危機はもはや維持不可能となった製作委員会方式からの、急速かつ痛みを伴う
移行を強制する。生き残った企業や新規参入者は、より強靭なビジネスモデルの採
用を迫られるだろう。

「Netflixモデル」（プラットフォーム主導型）：

メカニズム：NetflixやAmazonのようなグローバルプラットフォームが、独占配信権
と引き換えに制作費を100%負担する。

利点：安定した初期資金を確保できる。スタジオは他のIP権（商品化権など）を保
持できる可能性があり、収益性が向上する。

欠点：クリエイティブな自由度の喪失、世界的な公開前に話題性が失われる「Netflix
ジェイル」のリスク、そして少数の強力なゲートキーパーへの過度な依存。

「MAPPAモデル」（スタジオ主導‧100%自己資金型）：

メカニズム：MAPPAが『チェンソーマン』で試みたように、スタジオがプロジェク
トの全資金を自己調達し、すべての権利と利益を保持する。

利点：最大限のクリエイティブ‧コントロールと、ヒットした場合の100%の利益。

欠点：莫大な資本とリスク許容度が不可欠であり、これを満たせるスタジオはごく
僅か。一つの失敗が致命傷になりかねない。
『チェンソーマン』のBlu-ray売上が低調だったことは、たとえ配信収益が主目的で
あっても、このモデルの巨大な財務リスクを浮き彫りにしている。

結論として、業界が崩壊することはないが、その支配的なビジネスモデルは崩壊す
る。結果として業界はより二極化するだろう。
すなわち、自己資金調達が可能な少数の巨大スタジオと、グローバルな配信プラッ
トフォームの下請けとして機能する多数のスタジオである。
従来の製作委員会モデルに依存してきた中規模の独立系スタジオが、この変革の最
大の犠牲者となる可能性が高い。

この変化は単なる財務的なものではなく、業界内の権力とコントロールの根本的な
シフトを意味する。
製作委員会方式は、その欠点にもかかわらず、権力（とリスク）を日本の企業連合
内に分散させていた。強制的な移行は、権力を少数のグローバルプラットフォーム
か、あるいは一握りの財務的に優位な日本スタジオに集中させることになる。
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この権力シフトは、逆説的に生き残ったアニメスタジオの財務的健全性を改善する
可能性があるが、それは創造的な多様性の減少という代償を伴うかもしれない。

NetflixモデルでもMAPPAモデルでも、スタジオはIPの二次利用による利益への道筋
が明確になり、業界の根本的な経済問題が解決に向かう可能性がある。
しかし、資金提供者（Netflixやスタジオ自身の財務部門）はよりリスク回避的にな
り、世界的に確実にヒットする保証のある企画や超人気漫画の原作付き作品を優先
する傾向が強まるだろう。
旧来の委員会方式が時として資金を提供できた、実験的でニッチな企画は承認され
にくくなる可能性がある。
結果として、財務的にはより健全だが創造的にはより均質化された、大作中心の産
業が生まれるかもしれない。

属性 製作委員会方式
プラットフォーム主導型
（Netflixモデル）

スタジオ主導型
（MAPPAモデル）

資金源 複数企業による共同出資 単一プラットフォーム スタジオ自己資金、融資

リスク配分 出資者間で分散
プラットフォームが100%負
担

スタジオが100%負担

IP所有権‧管理権 委員会（出資者）が共有
スタジオが保持（配信権はプ
ラットフォーム）

スタジオが100%保持

スタジオの利益分配 限定的な制作費のみ 制作費＋IP二次利用収益 全収益

創造的自由度 低い（出資者の意向が強い）
中程度（プラットフォームの
基準に依存）

高い

地政学リスク耐性
極めて低い（一社の被制裁で
全体が汚染）

高い（中国資本から独立） 非常に高い（完全に独立）
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第4章石破政権の外交的綱渡り：批判的再評価

本章では保守的メディアの分析視点を取り入れつつ、石破政権の初期の外交シグナ
ルを批判的に評価する。
政権の初期行動と言説は、経済と安全保障を分離するという時代遅れの政策観に根
差した政治的判断の誤りのパターンを示唆しており、米中対立の渦中にあるアニメ
産業のような分野に重大なリスクをもたらしていると論じる。

4.1.「防衛と貿易は別問題」という賭け：
米国の関税圧力への高リスクな対応の分析

石破茂総理大臣が公の場で示した、防衛と貿易を別個の問題として扱うという姿勢
は巧妙な外交術の表れではなく、現在の米国の政治情勢に対する致命的な誤読であ
ると分析する。これは、現代の地経学的な国家戦略の統合された性質に積極的に対
処することを怠る、受動的で防御的な姿勢を代表するものであり、結果として25%
の関税のような懲罰的措置が課される確率を高めている。

石破総理は「（防衛と貿易が）同列に論じられることは当然あってはいけない」と
述べ、同時に米国に対しては自国の経済のためにも関税を撤廃すべきだと、戦略的
な譲歩を提示することなく主張している。この姿勢は、日米同盟の強化を強調する
言説と並行して語られており、政策の枠組みにおける認知的不協和の可能性を示唆
している。

このアプローチは、特にトランプ政権2.0の可能性が視野に入る米国の政治的観点か
ら見れば極めて危うい。
米国では、貿易赤字と安全保障上の負担を結びつけることが常套的な政治戦術であ
り、石破総理の姿勢は原則に基づいたものというよりは、むしろ世情に疎いか、問
題を回避していると受け取られかねない。

この点について、チャンネル桜や文化人放送局といった保守的論壇の視点を取り入
れると、この対応は「弱腰」であり、現代の日米関係の取引的な性質を理解してい
ない、過去の外交的失敗の繰り返しであると厳しく批判される可能性が高い。
すなわち、貿易と安保の連携という現実から「逃げる」ことによって、圧力を抑止
するどころか、むしろ呼び込んでいるという解釈が成り立つのである。
この外交姿勢は、旧来の自由主義的国際秩序への回帰を期待する高リスクな賭けで
あり、地経学的な競争が常態化した現代において、日本の産業を危険に晒す根本的
な適応不全を示している。
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4.2.脆弱化する生命線か？日米同盟と「パイプライン欠損」の懸念

保守系メディアによる、石破政権にはワシントンへの強力な「パイプライン」が欠
如しているという指摘は深刻な脆弱性を示唆している。
本節では、組閣内容や主要な外交判断（あるいはその欠如）を分析し、地政学的緊
張が高まる時代において致命的な負債となりうる、政権の信頼関係の欠如や戦略的
漂流の可能性を検証する。

まず、閣僚の構成がワシントンに送るメッセージは一貫性を欠いている。
外務大臣に就任した林芳正氏は、親中的と見なされる「日中友好議員連盟」の会長
を務めていた経歴を持つ。
外相就任にあたり「無用な誤解を避けるため」として会長職を辞任したが、このよ
うな人物の任命自体が中国との関係に極めて敏感な米国に対し、複雑なシグナルを
送るものとなる。
同様に外務大臣に就任した岩屋毅氏も、防衛大臣としての経験は豊富であるもの
の、中国との関与の歴史があり、米国の一枚岩的な対中強硬路線と完全に歩調を合
わせるよりも、バランスを重視する姿勢と受け取られかねない。
保守的な論評からは、こうした閣僚たちが現在の米国の政界中枢と効果的な裏交渉
を行うために不可欠な、深く個人的な人脈を欠いているとの批判も聞かれる。

さらに決定的なのは、石破総理がNATO首脳会議への出席を見送ったことである。
公式には他のインド太平洋パートナー（IP4）首脳の欠席などが理由として挙げられ
ているが、この決断は西側同盟との連帯を示す極めて重要な機会を逸した「強制さ
れないエラー（unforcederror）」と見なされる。
これは、政権が国際情勢の機微を理解しておらず、戦略的に練度が低いという国際
的な印象を強める結果となった。

これらの要素は、石破政権が現在の地政学的現実に対応するための関係構築を怠っ
ているという「パイプライン欠損」の深刻な兆候である。
それは単なる人脈不足ではなく、旧来の外交儀礼が通用するという時代錯誤な前提
に立った、より根本的な戦略的誤謬の表れと言えるだろう。

4.3.対中政策の揺らぎ：戦略的曖昧さか、決断力欠如の露呈か

石破政権の対中政策は、一見すると二つの相容れない方向性を同時に指し示してい
るように見える。
「アジア版NATO」の創設といった強硬な言説と、林芳正氏のような親中派と目され
る人物の重要閣僚への登用が同居しており、その真意を測りかねる状況を生み出し
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ている。
この曖昧さは、高度な二元的外交戦略（デュアル‧トラック‧アプローチ）の表れ
ではなく、むしろ政権内部の路線対立や決断力欠如の兆候であり、結果として同盟
国と対抗国の双方に対する日本の信頼性を損なう危険性をはらんでいる。

政権が掲げる経済安全保障の強化策はその実効性が問われる。
官民連携によるインテリジェンス機能の強化や能動的サイバー防御の法制化は、方
向性としては正しいものの、これらが中国市場からの真のデカップリングを伴わな
い限り、国内の強硬派や同盟国を安心させるための表面的なジェスチャーに留まる
可能性がある。
日本のアニメ産業のように、サプライチェーンと市場の両面で中国経済に深く組み
込まれた産業にとって、このような中途半端な政策はリスクを軽減するどころか、
かえって不確実性を増大させる。

結局のところこの政策的揺らぎは、米国の期待する明確な対中連携と、経済界が求
める中国市場へのアクセス維持という二つの要求の間で、政権が明確な針路を定め
られずにいることを示唆している。
このような決断の先送りは有事において迅速な対応を不可能にし、産業界を無防備
な状態に置くことに繋がりかねない。

4.4.政治的判断ミスの連鎖：
保守的視点から見た初期シグナルの統合的分析

本章の分析を統合すると、石破政権の初期の動向は一連の政治的判断ミスの兆候を
示している。
これは単発の失策ではなく、地経学的な新時代に適応できていないという根本的な
欠陥から生じる一貫したパターンの現れである。
特に保守的論壇の視点を取り入れると、この政権の姿勢は「ナヨナヨ」していると
評され、日本の国益と経済的利益を守るために不可欠な決断力に欠けていると見な
される。

「防衛と貿易は別」という時代錯誤な主張、ワシントンへの脆弱なパイプライン、
そして対中政策における曖昧模糊とした態度は、すべてが一つの物語を紡ぎ出して
いる。それは、変化の激しい国際情勢において、日本が常に「タイミングを逸
し」、事態を主導するのではなく、後追いで対応する側に回ってしまうという物語
である。
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この「タイミングを逸する」という命題は、アニメ産業のようなグローバルサプラ
イチェーンに依存する分野にとって致命的である。
躊躇は機会損失とリスク増大に直結する。
政権が難しい選択を避け、バランスを取ろうと逡巡する間に外部環境は不可逆的に
変化する。その結果、本来であれば予見し、緩和できたはずの衝撃に対し、産業界
は無防備なまま晒されることになる。
石破政権の外交‧安保政策は、国家の安全保障だけでなく、日本の重要な文化経済
の未来をも危険に晒す、構造的な欠陥を内包していると言わざるを得ない。

第5章制裁という名の兵器：
米中経済戦争はいかにデジタルサプライチェーンを標的とするか

本章では政治分析から展開されている具体的な経済的兵器の技術的分析へと移行す
る。米国の制裁、特に二次的制裁が現代のグローバル化したアニメ産業を支える資本
とデータの流れを寸断するチョークポイントとしていかに機能するかを解説する。

5.1.米国のツールキット解読：
「エンティティ‧リスト」から「中国軍事関連企業」指定まで

米国は単純な貿易関税をはるかに超える、洗練された多層的な制裁体制を構築して
いる。
エンティティ‧リスト、NS-CMICリスト、そして二次的制裁といったツールの具体的
なメカニズムを理解することは、アニメ産業が直面する脅威の真の性質を把握する
上で極めて重要である。

エンティティ‧リスト（EntityList）：商務省が管轄するこのリストに掲載された企
業は、米国製の技術や製品へのアクセスが厳しく制限される。これは中国のテクノ
ロジー企業にとって直接的なサプライチェーンの問題を引き起こす。

NS-CMICリスト（Non-SDNChineseMilitary-IndustrialComplexCompaniesList）：
財務省が管轄するこのリストは、米国人による指定企業の公開取引証券の売買を禁
止する。これによりリスト掲載された中国企業は米国の資本市場からの資金調達能
力を直接的に損なわれる。

国防総省「中国軍事関連企業（CMC）」リスト（1260H項リスト）：このリストは
直ちに一般市民への制裁を課すものではないが、米国政府の深い懸念を示し、国防
総省による調達を禁止する。
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この指定は重大なレピュテーションリスクを伴い、より厳しい制裁の前兆となりうる。

二次的制裁（SecondarySanctions）：これは極めて強力なメカニズムであり、米
国が主要な制裁対象（例：リスト掲載された中国企業）と取引を行う第三国の主体
（例：日本の銀行やアニメ企業）を制裁対象とするものである。
これにより、グローバル企業は米国市場か制裁対象企業かの選択を迫られ、取引を
躊躇させる「チリング‧エフェクト（萎縮効果）」を生み出す。

これらのツールは個別に、あるいは組み合わせて使用され、ターゲット企業の金
融、技術、物流ネットワークを多角的に締め付けることが可能である。

5.2.ケーススタディ：「テンセント‧ショック」がグローバル‧コンテ
ンツ‧パートナーに与える示唆

テンセントが国防総省のCMCリストに指定された事例は、極めて重要なケーススタ
ディとなる。これは、日本のアニメ産業にとって不可欠なパートナーがどのように
標的とされ、直接的な制裁がなくとも日本のカウンターパートに金融、運営、評判
の各面で連鎖的なリスクを生じさせるかを示している。

2025年1月、テンセントは米国防総省の「中国軍事関連企業（CMC）」リストに追加
された。この指定の直接的な影響として、テンセントおよびその主要株主の株価は
急落し、同社は市場を安心させるための対応に追われた。

この措置がもたらす真の脅威は現在の禁止事項ではなく、将来的なエスカレーショ
ンへの懸念である。
すなわちエンティティ‧リストやNS-CMICリストへの追加、あるいは二次的制裁の
発動といったより厳しい措置への布石と見なされることだ。
この「チリング‧エフェクト」により、テンセントのパートナーである日本のアニ
メ企業は、コンプライアンス体制の強化とリスク評価の見直しを迫られる。

テンセントは製作委員会への出資、作品の直接発注、そして主要な配信プラットフ
ォーム（テンセントが筆頭株主であるBilibiliなど）を通じて、日本のアニメ産業に深
く関与している。
このため米国によるテンセントへの圧力は、日本のアニメ産業の根幹を揺るがす直
接的な脅威となる。
この事例は、日本企業が自社のビジネスモデルの脆弱性を再評価し、特定の海外パ
ートナーへの過度な依存がもたらす地政学的リスクを真剣に検討する必要があるこ
とを浮き彫りにした。
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5.3.中国の報復レバー：資本規制、IPの兵器化、市場アクセス

中国は米国の圧力に対して決して受動的な標的ではない。
米国に同調すると見なされた国や企業に対し、独自の報復措置を発動する能力を有
しており、これらは日本のアニメ産業にとって第二の戦線を形成する。

第一に、資本‧為替管理の厳格化である。
中国は国境を越える資本移動と為替レートを厳格に管理しており、これを報復の手
段として利用できる。
ライセンス料、ロイヤリティ、利益配当といった日本への資金還流が、規制当局の
審査を名目に遅延させられたり、ブロックされたりするリスクがある。これは、日
本企業のキャッシュフローを直接圧迫する。

第二に、知的財産（IP）の兵器化である。
近年中国はIP保護を強化しているが、その運用は政治的な意図によって左右されう
る。日本企業に対するIP侵害訴訟が中国の裁判所で積極的に提起され、多額の賠償
金を請求される可能性がある。
逆に日本コンテンツの海賊版に対する取り締まりを非公式に緩和することで、報復
措置とすることも考えられる。

第三に、市場アクセスと検閲の利用である。
中国当局は、日本のアニメ作品の放送‧配信承認を遅らせる、あるいは拒否するこ
とで、市場へのアクセスを制限できる。
既に、プラットフォームによる自主審査から政府による事前検閲へと移行したこと
で、ライセンス料が3分の1から5分の1にまで減少したとの指摘もあり、この規制は
政治的緊張が高まればさらに厳格化される可能性がある。

これらの報復措置は、日本のアニメ企業を「二重の罠」に陥れる。米国からは中国
との関係を精査するよう圧力をかけられ、中国からは市場からの締め出しを盾に協
力を強要される。この板挟みの状況は、日本のアニメ産業が直面する地政学的リス
クの複雑さを物語っている。
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表1：米国による二次的制裁が中国の主要パートナー（例：テンセント/Bilibili）に与
える連鎖的影響

第6章包囲されるビジネスモデル：アニメ産業の構造的脆弱性

本章では日本のアニメ産業のビジネスモデルに内在する具体的な構造的弱点に焦点
を当てる。
特にその伝統的な慣行である製作委員会方式が、新たな地経学的環境の圧力に対し
て、いかに不適合であるかを論じる。

6.1.地政学的脆弱性としての製作委員会

かつて国内市場向けのリスク分散ツールとして有効に機能した製作委員会方式は、
今や重大な地政学的負債へと変貌した。
複数の当事者によるコンセンサスを基本とするその性質と不透明な構造は、動きが

影響の階層
米国の措置と
直接的影響

中国側
パートナーへの影響

日本のアニメスタジオ
への一次的影響

アニメエコシステム
への二次‧三次的影響

金融

米財務省がパートナー
をNS-CMICリストに追
加。米国投資家による
株式保有が禁止され
る。

株価が暴落。米国資本
市場へのアクセスが遮
断され、新規プロジェ
クトへの資金調達能力
が著しく低下する。

新規アニメシリーズの
共同製作資金が凍結ま
たはキャンセルされ
る。スタジオは突如と
して予算不足に直面す
る。

制作が中断。フリーラ
ンスのアニメーター、
声優、その他スタッフ
が解雇される。スタジ
オの財政的安定が脅か
され、倒産に至る可能
性がある。

取引

米財務省がパートナー
をNS-CMICリストに追
加。米国投資家による
株式保有が禁止され
る。

日本のメガバンクを含
む主要な国際銀行が、
米国の罰則を避けるた
め、パートナーとの間
の支払処理を拒否す
る。

スタジオはパートナー
からライセンス料やロ
イヤリティを受け取れ
なくなる。中国でのグ
ッズ販売による利益の
本国送金も不可能にな
る。

スタジオのキャッシュ
フローが枯渇。自社の
スタッフやサプライヤ
ーへの支払いが不能に
なる。中国関連ビジネ
スの収益モデル全体が
崩壊する。

運営

米国がパートナーをエ
ンティティ‧リストに
追加。米国企業はライ
センスなしに技術‧サ
ービス（例：クラウド
ホスティング、ソフト
ウェア）を提供できな
くなる。

パートナーが米国拠点
のクラウドサービス
（AWS,Azure）や特定
の高度な制作ツールを
使用する能力が損なわ
れる。

共同制作が米国拠点の
クラウドプラットフ
ォームに依存している
場合、アセット管理の
ワークフローが寸断さ
れる。主要なソフトウ
ェアへのアクセスが失
われる可能性がある。

制作スケジュールが壊
滅的に遅延する。業界
標準ツールの使用不能
により、最終製品の品
質が低下する恐れがあ
る。

評判

パートナーが「中国軍
事関連企業」として公
にレッテルを貼られ
る。

パートナーは世界的に
高リスクな存在と見な
され、他の国際的パー
トナー（欧州、東南ア
ジアなど）から敬遠さ
れるようになる。

日本のスタジオが「軍
事関連」企業と結びつ
いていると見なされ、
西側市場や他のグロー
バルパートナーとの関
係においてブランドイ
メージが傷つく。

スタジオが非中国市場
での資金調達や配信契
約を確保することがよ
り困難になる。アニメ
の「ソフトパワー」と
しての価値が損なわれ
る。
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遅く、柔軟性に欠け、主要メンバー（特に中国からの大規模投資家）が制裁の標的
となった際に、極めて大きな混乱に見舞われる脆弱性を抱えている。

製作委員会方式は、出版社、テレビ局、広告代理店、玩具メーカーといった複数の
企業が共同でプロジェクトに出資し、リスクと利益を分かち合うモデルである。
近年このモデルはテンセントやBilibiliといった中国資本の参加によって支えられてき
た側面が大きい。高騰し続ける制作費を賄う上で、中国からの資金は不可欠な要素
となっている。

この構造の脆弱性は、中国の委員メンバーが制裁対象となった場合に露呈する。
全会一致を原則とする意思決定プロセスは停滞し、プロジェクトの資金調達は危機
に瀕する。さらに複雑に絡み合った権利関係が制裁対象となったメンバーを単純に
排除してプロジェクトを続行することをほぼ不可能にする。
この硬直性は、Netflixのような単独出資者モデルやMAPPAが『チェンソーマン』で
採用した100%自己資金調達モデルの持つ機動性とは対照的である。
グローバルな政治的断絶が深まる中で、製作委員会方式はリスクを分散するどころ
か、一点の障害がシステム全体を麻痺させる「単一障害点（SinglePointofFailure）」
と化している。

6.2.金融チョークポイントのマッピング：
ライセンス料から商品物流まで

アニメ産業の収益源は今やグローバル化しており、地政学的対立によって締め付けら
れうる複数の金融チョークポイントを生み出している。
中国の消費者やパートナーから日本への資金還流は、複数の段階で寸断される危険
に晒されている。

ライセンス料とロイヤリティ：IPを中国のパートナーにライセンス供与し、ゲーム
化、商品化、配信を行うことは主要な収益源である。しかし、このプロセスには複
雑なクロスボーダー取引が伴い、米国の二次的制裁（支払いの阻止）と中国の資本
規制（支払いのブロック）の両方に対して脆弱である。

商品化と物流：商品化（マーチャンダイジング）の物理的なサプライチェーンもま
た、チョークポイントである。中国で生産され世界に流通する商品は、米国の関税
の対象となる可能性がある。中国国内での販売は現地の流通‧マーケティングパー
トナーに依存しており、その利益を日本に還流させる際には、ライセンス料と同様
の困難に直面する。
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ゲーム化：非常に収益性の高い分野であるが、テンセントのような中国の大手テッ
ク企業と深く結びついている。中国でのヒットゲームは莫大な収益を生むが、その
収益が中国国内に留め置かれたり、パートナーが制裁対象となったりした場合、日
本のIPホルダーはその恩恵を全く受けられない可能性がある。

このようにアニメ産業の収益モデルは、資金の入口（投資）から出口（利益還流）
まで、地政学的リスクに貫かれている。

6.3.クリエイティブの流出：
地政学的緊張はいかに人材とIPの海外流出を加速させるか

地政学的な圧力は、アニメ産業が以前から抱える構造的問題、すなわちクリエイタ
ーへの不十分な報酬と過酷な労働環境を悪化させる。
これにより、より資金が潤沢で安定した海外の競合、特に中国への人材および知的
財産（IP）の流出が加速する。

業界は製作委員会モデルに起因する低賃金、長時間労働、高い離職率、そしてクリ
エイターへの利益分配の欠如といった問題に既に苛まれている。
多くのアニメスタジオは薄利または赤字で運営されているのが実情である。

こうした状況下で、中国企業は大幅に高い給与と良好な労働条件を提示し、日本の
人材を積極的に引き抜いている。
これは、中国市場の巨大な資本力が可能にしている現象である。

米国の制裁によって中国からの資金調達が途絶えると、日本のスタジオはさらに厳
しい状況に追い込まれる。
人材獲得競争において賃金を引き上げる余裕はなくなり、疲弊したアニメーターに
とって「中国」という選択肢はより魅力的に映る。
これは悪循環を生み出し、地政学的圧力が日本のスタジオを弱体化させ、それが中
国の競合他社にとって最も価値ある資産、すなわち日本の人的資本を吸収すること
を容易にしているのである。

この現象は、日本のアニメ産業が直面する「ソフトパワー‧パラドックス」を象徴
している。
産業のグローバルな成功こそが、地政学的な脆弱性を生み出した。海外市場、特に
資金力のある中国市場への依存は、産業を米中対立の最前線であるサプライチェー
ンと金融ネットワークに組み込んでしまった。
グローバル化の時代に成長を最大化したビジネスモデルが、今や政治的に分断され
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た世界で最もリスクの高いモデルとなっている。アニメ産業は、自らの成功の犠牲
者となりつつある

表2：米中制裁に対するアニメ収益源の脆弱性分析

収益源
主要な中国側パー
トナー/市場

主要な米国側制裁
リスク

主要な中国側報復
リスク

脆弱性スコア
（高/中/低）

論拠/主要典拠

1.制作資金調達
（共同製作）

テンセント、
Bilibili、

その他中国投資家

日本の銀行が処理
する資金に対する
二次的制裁。パー
トナーへの直接制
裁による資本凍
結。

政治的圧力や国内
の優先順位変更に
よるパートナーの
資金引き揚げ。

高

製作委員会モデル
は、中国を主要な
供給源とする大規
模な資本注入に構
造的に依存してい
る57。ここでの混
乱は、制作が始ま
る前にプロジェク
トを停止させる。

2.配信（配信権）
Bilibili、iQIYI、

Youku

プラットフォーム
の金融取引を標的
とする二次的制
裁。

プラットフォーム
が日本コンテンツ
の配信停止を命じ
られる。検閲承認
が無期限に遅延す
る63。

高

主要な収益源。中
国の配信市場を失
うことは、大規模
な財政的打撃とな
る。検閲の遅れに
より、ライセンス
料は既に減少傾向
にある65。

3.IPライセンス
（ゲーム化）

テンセント、
NetEase、
その他

ゲーム開発企業

ロイヤリティ支払
いに対する二次的
制裁。ゲーム開発
企業のエンティテ
ィ‧リスト掲載に
よる米国製ゲーム
エンジン/ツール
の使用禁止。

IPの盗用または
「悪意のある」侵
害訴訟58。資本規
制によるロイヤリ
ティ送金のブロッ
ク。

高

非常に収益性が高
いが、制裁の主要
ターゲットである
少数の強力な中国
テック企業に収益
が集中している。

4.IPライセンス
（商品化）

現地の中国製造業
者および販売業者

世界的に販売され
る中国製品に対す
る米国の関税。ロ
イヤリティ支払い
に対する二次的制
裁。

ロイヤリティ送金
のブロック。国家
が黙認する広範な
商品デザインの海
賊版行為。

中

収益はゲームより
も分散している
が、依然として中
国の製造業と金融
システムに依存。
海外販売は迂回可
能だが、中国国内
市場は巨大であ
る。

5.物理メディア
（Blu-ray/DVD）

中国の販売業者/
消費者

該当なし
（直接的なリスク
は最小限）

海賊版行為。輸入
制限。

低

この市場は世界的
に急激に縮小して
おり、中国の文脈
では配信に比べて
重要な収益源では
ない。
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第7章未来シナリオ：岐路に立つ日本アニメ産業（2025-2035）

これまでの分析に基づき、本章では今後10年間の日本アニメ産業の将来像を、地政
学的リスクの展開に応じた3つのシナリオとして提示する。
これらのシナリオは、石破政権の外交政策の成否と、米中対立の激化レベルを主要
な変数として構築される。

7.1.シナリオA：現状維持の緩やかな衰退（高確率）

このシナリオは、石破政権が現在の「防衛と貿易は別」という曖昧な姿勢を維持
し、米中双方に対して決定的な立場を取れないまま、地政学的な緊張が断続的に続
く世界を想定する。

政治‧外交：石破政権は米国からの関税圧力や安全保障上の要求に対し、その場し
のぎの対応に終始する。
明確な同盟国としてのコミットメントを欠くため、ワシントンからの信頼は徐々に
低下し、「パイプライン」はさらに細る。
一方、中国に対しても「戦略的互恵関係」という言葉を使い続けるが、経済安全保
障上の具体的な措置は骨抜きにされ有効な抑止力とはならない。
結果として、日本は米中双方から「信頼できないパートナー」と見なされ、外交的
影響力が低下する。

経済制裁：米国は、テンセントのような巨大企業への直接的な金融制裁は躊躇する
ものの、CMCリストやエンティティ‧リストへの追加を断続的に行い、日本企業を
含むサプライチェーンに「チリング‧エフェクト」を広げる。
中国は非公式な報復として、日本コンテンツの検閲強化やライセンス料支払いの遅
延、IP侵害の黙認といった「嫌がらせ」を続ける。

アニメ産業への影響：

資金調達の不安定化：

中国からの大規模な製作委員会への出資は減少し、より政治的リスクの低い小規模
で「安全」な案件にシフトする。
制作費の高騰は続くため、全体として制作本数が減少し、特に野心的なオリジナル
企画は立ち消えとなる。
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収益モデルの陳腐化：中国市場からの収益が不安定になる一方、それに代わる新た
な収益モデルを確立できない。
グッズ販売や海外配信に活路を見出そうとするが、複雑な権利処理やマーケティン
グ能力の不足が足かせとなる。

人材流出の継続：待遇改善が進まないため、優秀なクリエイターはより高待遇を提
示する中国や、プロジェクト単位で高額な報酬を支払うグローバルプラットフォー
ムへと流出し続ける。
国内の制作現場は空洞化し、品質の維持が困難になる。

結論：産業全体が劇的に崩壊することはないが、イノベーションは停滞し、国際競
争力は徐々に低下。
「かつては高品質だった」と評される、緩やかな衰退の道をたどる。

7.1.1.シナリオA’（デカップリングの加速）：最悪のケース

台湾海峡をめぐる軍事的緊張の激化など、重大な地政学的危機が発生するシナリ
オ。米国は中国の金融セクターに対し、広範な二次的制裁を発動。
テンセントやBilibiliといった主要テック企業が、米国人による投資が禁止されるNS-
CMICリストに追加される。
この結果、日本の大手銀行は制裁違反を恐れて中国関連の取引を全面的に停止。
日本のアニメ企業は、中国パートナーとの共同製作プロジェクトの中止、投資の全
損処理を余儀なくされる。中国市場は事実上閉鎖され、中国への依存度が高かった
中小の制作スタジオを中心に倒産の連鎖が発生する。

7.2.シナリオB：デカップリングの衝撃と再編（中確率）

このシナリオは、トランプ政権2.0の誕生などにより米国の対中政策が急進的に硬化
し、日本が明確な踏み絵を踏まされる状況を想定する。石破政権は最終的に米国と
の同盟を優先し、経済的なデカップリング（切り離し）が進む。

政治‧外交：米国は日本に対し、中国との経済的‧技術的関係を大幅に制限するよ
う強く要求。
石破政権は国内の反対を押し切り、対米追従を選択。日中関係は急速に冷え込む。

経済制裁：米国はテンセントやBilibiliを含む主要な中国テック企業に対し、金融取
引を制限する二次的制裁を発動。
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日本の金融機関や企業は、これらの企業との取引を全面的に停止せざるを得なくな
る。中国は報復として、日本製品の不買運動やレアアースの輸出規制、日本企業へ
の大規模なサイバー攻撃など、厳しい対抗措置を取る。

アニメ産業への影響：

中国市場の喪失：中国との共同製作は完全に停止。配信、ゲーム化、グッズ販売な
ど、中国市場からの収益はゼロになる。これは産業にとって巨大な経済的ショック
となる。

業界の大再編：中国マネーに依存していた多くの制作会社や関連企業が経営危機に
陥り倒産やM&Aが相次ぐ。
体力のある大手スタジオ（東映アニメーションなど）や、グローバル配信プラット
フォーム（Netflixなど）と強固な関係を築いているスタジオのみが生き残る。

新たな市場へのシフト：産業界は生き残りをかけ、東南アジアや中東といった「第
三の市場」の開拓を本格化させる。しかしこれらの市場は中国ほどの規模や収益性
を持たないため、産業全体の規模は一時的に縮小する。

国内回帰とモデル変革：製作委員会モデルは崩壊し、スタジオが自らIPを保有し、
リスクを取るモデル（MAPPAの『チェンソーマン』方式など）が主流となる。
これにより、クリエイターへの利益還元は改善される可能性があるが、ハイリスク
‧ハイリターンな環境となる。

結論：短期的には激しい痛みを伴うが、中国依存から脱却し、より強靭で自己完結
した産業構造へと再編される可能性がある。
生き残った企業は、真のグローバル競争力を試されることになる。

7.2.1.シナリオB’（競争的共存）：現状維持の延長線上

米中両国が全面的な対決を避けつつ、現状の「競争的共存」関係が継続するシナリ
オ。米国は特定の企業や技術分野を対象とした限定的な制裁やリスト指定を続ける
が、金融システム全体を揺るがすような広範な措置は控える。
日本政府は米国の同盟国としての立場と、中国との経済的関係維持との間で困難な
バランスを取り続ける。
アニメ業界では、中国からの「デリスキング」が緩やかに進むが、多くの企業は依
然として中国市場との関係を維持しようと試みる。
結果として、グローバルに多角化を進める大手スタジオと、旧来のモデルに依存し
続ける中小スタジオとの間の格差がさらに拡大し、業界の二極化が決定的なものと
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なる。中国国内の社会‧経済問題は解決されず、断続的な規制強化やトラブルが発
生し、常に高い緊張感を伴うビジネス環境が続く。

7.3.シナリオC：
日中連携による「アジア‧ブロック」の形成（低確率）

このシナリオは米国の内向き志向が極端に強まり、アジアにおけるプレゼンスが大
幅に低下する極めて可能性の低い未来を想定する。
この力の空白を埋める形で日本は中国との経済的連携を深め、米国とは一定の距離
を置く戦略的決断を下す。

政治‧外交：米国が同盟国保護への関与を大幅に縮小。
石破政権は「自分の国は自分で守る」という理念を独自に解釈し、中国との間で経
済的‧限定的な安全保障上の協力関係を模索する。
林芳正外相のような人物が主導し、日中関係は「新たな段階」に入る。

経済制裁：米国の制裁体制は影響力を失い形骸化する。
日中韓＋ASEANを中心とした独自の経済圏が形成され、ドル決済網への依存度が低
下する。

アニメ産業への影響：

中国市場との完全統合：中国の巨大資本と日本の制作能力が完全に融合し、日中共
同製作が標準となる。
中国の検閲基準がグローバルスタンダードとなり、表現の自由は著しく制限される
が、制作予算は潤沢になる。

技術標準とプラットフォームの支配：アニメの制作‧配信プラットフォームは、
BilibiliやTencentVideoといった中国企業が完全に支配する。
日本企業はそのエコシステム内で活動するコンテンツ‧プロバイダーとしての役割
に特化する。

「日本アニメ」のブランド変容：日本のスタジオは実質的に中国資本の「高級下請
け工場」と化す。
作品は中国の価値観や物語に基づいて作られるようになり、「日本アニメ」という
ブランドの独自性や文化的多様性は失われる。

結論：産業は経済的には潤うかもしれないが文化的な創造性や独立性は失われる。
日本のソフトパワーは中国のソフトパワーに吸収‧同化され、日本アニメは黄金時
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代に終止符を打つ。

これらのシナリオは日本のアニメ産業が自らの力だけではコントロール不可能な、
巨大な地政学的潮流の中にいることを示している。どの未来が現実となるかは、石
破政権の外交手腕と、それを超えた国際情勢の変動にかかっている。

7.3.1.シナリオC’（安定化）：最も可能性の低いケース

米国の政権交代や、中国経済の深刻な危機が北京に外交政策の転換を促すなど、何
らかの要因で米中間の緊張が大幅に緩和されるシナリオ。
制裁リスクが後退し、より安定的で予測可能なビジネス環境が回復する。
これは最も可能性の低いシナリオであるが、実現すれば日本のアニメ産業は一時的
な猶予期間を得て、構造改革に取り組む時間を確保できるだろう。

第7.5章習近平という変数：内部の亀裂と対外的な影響
（直近情報からの追加分析）

日本のアニメ産業が直面する「チャイナリスク」を評価する上で、中国の対外政策
や国際関係のみに着目するのは不十分である。
ジャーナリストの福島香織氏や、「看中国」、「妙佛DEEPMAX」といった情報ソー
スが指摘するように、現在の中国は習近平体制下で深刻な内部的緊張を抱えてお
り、この国内の不安定性こそが、対外的なリスクを予測不可能なレベルにまで増幅
させる最大の要因となっている。

7.5.1崩壊する経済：信頼の危機

中国経済の奇跡的な成長神話は、今や終焉を迎えつつある。

不動産神話の終焉：恒大集団や碧桂園といった巨大不動産デベロッパーの相次ぐデ
フォルトは、中間層の資産形成と消費意欲の根幹を支えてきた「不動産価格は永遠
に上昇する」という神話を打ち砕いた。
個人の資産の約7割が不動産に偏在する中国において、この資産価値の崩壊は、消費
マインドに壊滅的な打撃を与えている。

若者の絶望と社会的停滞：公式発表の数字が修正された後でさえ、若年層の失業率
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は依然として危険な水準にある。これは、かつてアニメやゲーム市場の主要な牽引
役であった若者世代が、希望を失い、社会から疎外されていることを意味する。

政策の行き詰まり：2024年7月の三中全会では、市場の期待した大規模な景気刺激策
や不動産危機への抜本的な対策は示されず、既存の国家主導‧安全保障優先の方針
が再確認されるに留まった。
これは習近平氏のイデオロギー的ドグマから逸脱できない、政策決定の硬直化を示
唆している。

7.5.2社会不安の増大：抗議から「献忠」へ

経済的苦境は、社会の安定を根底から揺るがしている。

「献忠」現象の蔓延：福島香織氏が警鐘を鳴らすように、近年中国各地で頻発して
いる「献忠」事件、すなわち社会への報復を目的とした無差別大量殺傷事件は、極
度の経済的困窮と社会的絶望が生み出した病理現象である。
これらは政治的な抗議ではなく、社会そのものに向けられたニヒリスティックな暴
力であり、社会の末端で深刻な崩壊が進行していることを示している。

不満のマグマ：これらの事件は、ゼロコロナ政策に対する「白紙運動」のような大
規模デモとは性質が異なるものの、経済成長という暗黙の「社会契約」が失われた
今、中国共産党が国民の支持を失いつつあることを示している。

7.5.3習近平の権力集中とイデオロギーの先鋭化

内部の不安定化に対し、習近平政権はさらなる権力集中とイデオロギー統制で応じ
ている。

個人独裁への回帰：習近平氏は、鄧小平以来の集団指導体制を解体し、毛沢東時代
を彷彿とさせる個人独裁体制を確立した。彼の権威は絶対的なものとなり、異論を
許さない空気が支配している。

「国家安全」の無限拡大：現体制の最優先課題は「国家安全」であり、これはあら
ゆる反体制的な動きを弾圧するための万能の口実となっている。改正された反スパ
イ法は、外国人ビジネスマンや研究者に深刻なリスクをもたらし、恣意的な拘束や
恐怖の雰囲気を醸成している。

反日感情の扇動：国内の不満を逸らすため、政権はしばしばナショナリズムに訴え
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る。近年の世論調査では、福島第一原発の処理水放出問題などを契機に、中国国民
の対日感情が急激に悪化していることが示されている。
これは日本文化の象徴であるアニメや、それに関連するコスプレ文化への弾圧
（「中華民族の精神を損なう」という理由での取り締まり）としても表面化してお
り、日本関連のビジネスにとって極めて敵対的な環境を生み出している。

これらの内部力学は、日本のアニメ産業が直面する「チャイナリスク」を質的に変
容させる。
もはやリスクは市場が縮小することや、規制が厳しくなることだけではない。国内
の正統性（レジティマシー）の危機に直面した独裁政権が、より衝動的かつ攻撃的
になることこそが最大のリスクである。
国内の失敗から国民の目を逸らすために、外国企業への見せしめ的な制裁、司法の
武器化、あるいは官製メディアによる不買運動の扇動といった手段が、いつ、いか
なる規模で実行されても不思議ではない。
日本のアニメ産業にとって、中国事業環境は単に「困難」なのではなく、本質的に
「不安定」で、予測不可能な政治的脅威へと変貌したのである。

第8章提言：
チョークポイントを乗り越えるための国家戦略と産業界の針路

米中対立という地政学的なチョークポイントは、日本のアニメ産業にとって存亡に
関わる構造的リスクである。この危機を乗り越え、産業の持続可能な未来を確保す
るためには、政府と産業界が連携し、従来の発想を転換する抜本的な戦略が不可欠
である。以下に、具体的な提言をまとめる。

8.1.政府への提言：経済安全保障と文化産業振興の統合

石破政権は「防衛と貿易は別」という時代遅れの認識を放棄し、経済安全保障政策
と文化産業振興策を統合した一貫性のある国家戦略を策定‧実行する必要がある。

対米‧対中外交の戦略的再構築：

対米関係の再定義：米国に対し日本が単なる安全保障の受益者ではなく、先端技術
やソフトパワーにおいて不可欠なパートナーであることを明確に訴えるべきであ
る。アニメやゲームといったコンテンツ産業が米国の若年層に与える影響力を外交
カードとして活用し、関税問題などの交渉において、安易な譲歩ではなく戦略的な
取引を行うべきである。
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NATO首脳会議への不参加のような、同盟の連帯を損なうと受け取られかねない行動
は厳に慎むべきである。

対中「デリスキング」の具体化：中国との経済関係を維持しつつも、重要IPや基幹技
術、トップクリエイターといった戦略的資産が過度に依存‧流出することを防ぐ
「デリスキング（リスク低減）」を具体化する。これには、後述する国内への投資
インセンティブや、重要技術の流出防止策が含まれる。

「文化産業版‧経済安全保障推進法」の制定：

戦略的IPの指定と保護：国家のソフトパワーの源泉となる重要IP（知的財産）を特
定し、海外企業による買収やクリエイターの引き抜きに対して、外為法のような規
制を適用できる枠組みを検討する。

クリエイターへの直接支援と税制優遇：制作会社ではなく、フリーランスを含む個
人のクリエイターに直接届く形での支援策を拡充する。特に若手アニメーターの育
成期間中の所得を補償する制度やクリエイターの所得税‧社会保険料負担を軽減す
る税制を導入し、国内に留まるインセンティブを強化する。

国内制作への投資インセンティブ：国内で制作されるアニメ作品に対し、制作費の
一定割合を税額控除する制度（プロダクション‧インセンティブ）を導入する。
これにより海外に流出している制作工程を国内に呼び戻し、制作基盤の空洞化を防ぐ。

デジタル‧インフラの国家主導による整備：

権利情報管理プラットフォームの構築：製作委員会方式によって複雑化した権利情
報を一元管理し、迅速なライセンス許諾を可能にする国家主導のデジタルプラット
フォーム（例：ISANのような国際標準規格を活用）を構築する。
これにより、海外展開のスピードを向上させ、機会損失を防ぐ。

メディア芸術ナショナルセンターの機能強化：文化庁が推進する「メディア芸術ナ
ショナルセンター」構想を加速させ、単なるアーカイブ機能に留まらず、IPの利活用
促進、ビジネスマッチング、国際法務支援といった産業支援機能を付加する。
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8.2.産業界への提言：ビジネスモデルの根本的変革

産業界は、地政学的リスクを「新たなコスト」として認識し、それに耐えうる強靭
なビジネスモデルへと変革を急ぐ必要がある。

「脱‧製作委員会」への移行加速：

スタジオ主導のIP保有：スタジオが自ら出資リスクを取り、IPの主導権を握るモデ
ルへの転換を加速させる。
MAPPAの『チェンソーマン』やNetflixとの直接契約はその好例である。
これにより意思決定の迅速化と、ヒット時の利益をクリエイターに還元する好循環
を生み出す。

新たな資金調達手法の開拓：製作委員会に代わる資金調達手段として、国内外のベ
ンチャーキャピタルからの出資、クラウドファンディングの戦略的活用、さらには
アニメ特化型のファンド組成などを積極的に検討する。

グローバル‧コンプライアンス体制の構築：

専門人材の確保と育成：米国の制裁法や中国の国内法に精通した法務‧コンプライ
アンス人材の育成と確保が急務である。
これはもはや大企業だけの課題ではない。中小スタジオは、業界団体を通じて専門
家を共同で雇用‧活用する仕組みを構築すべきである。

契約実務の国際標準化：全ての取引において、海外展開や二次利用の権利処理を初
期段階で明確にする、国際標準に準拠した契約書の作成‧締結を徹底する。
特に下請法やフリーランス保護新法を遵守し、末端のクリエイターとの間でも書面
による契約を徹底することが、紛争予防と人材定着の基礎となる。

テクノロジーの戦略的活用と人材育成：

Aiとバーチャルプロダクションの導入：生成AIを背景美術や中間フレームの生成に活
用し制作工程を効率化する。またバーチャルプロダクション技術を導入し、ロケや
大規模セットのコストを削減しつつ、クリエイティブの自由度を高める。

プロデューサー人材の育成：従来の制作進行からのキャリアパスだけでなく、ビジ
ネス、金融、法務の知識を持つ多様なバックグラウンドを持つプロデューサーを育
成‧登用する。
特に、企画立案から資金調達、グローバルマーケティングまでを一気通貫で担える
「企画プロデューサー」の育成が急務である。

日本のアニメ産業は、その文化的価値と経済的潜在能力にもかかわらず、地政学的
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な激動と内部の構造的脆弱性によって重大な岐路に立たされている。
現状維持は緩やかな死を意味する。
政府と産業界がこの危機感を共有し、大胆な自己変革に着手することこそが未来の
世代にこの稀有な文化資産を継承するための唯一の道である。

8.2.5.リスク評価と将来シナリオ（2025-2030年）

※以下のセクションは、直近の中国動向から分析‧アップデートした提言である。
上記と一部重複している可能性があるが、中国国内情勢の先読みが難しい状況のた
め、緊急の対応が必要となる場合があるため、参考として掲載しておく。
また政権への提言は、業界団体として経済産業省などへも同時に働きかけることも
必要であると判断したため、同時に掲載しておく。

アニメスタジオおよび製作委員会への提言：

契約の要塞化：中国企業との全ての契約において、IP所有権の帰属、ハードカレンシ
ー建てでの明確な支払いスケジュール、そしてシンガポールなどの第三国における
紛争解決条項を盛り込むことを必須とすべきである。国際制裁法務に精通した弁護
士の助言は、もはや交渉の余地のない前提条件である。

財務デューデリジェンスの徹底：製作委員会に参加する全てのパートナー企業に対
し、米中双方の政治的リスクへのエクスポージャーを精査する、新たな基準のデ
ューデリジェンスを実施すべきである。中国の軍産複合体と何らかの関連が疑われ
る企業との提携は、断固として避ける必要がある。

IP戦略の抜本的見直し：最優先すべき目標は、自社で制作したIPの所有権を確保、
あるいは共同所有することである。中小スタジオは連携して資金をプールし、独自
の「ミニ製作委員会」を組成することで、外部資本への依存を減らし、IPのコント
ロールと将来の収益源を確保すべきである。

政権への提言：

経済安全保障としてのアニメ産業政策：アニメ産業を単なる商業活動ではなく、国
家の戦略的資産と位置づけるべきである。クールジャパン関連予算などを活用し、
オリジナルIP開発プロジェクトに政府が共同出資することで、中国資本に代わる資
金を提供し、スタジオがIP所有権を保持できるスキームを構築する。

法制度‧税制の改革：個々のクリエイターや中小スタジオの交渉力を強化するため、
下請法や著作権法の運用を強化‧改正する。また制作費の国内支出に対する税額控除
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（タックス‧クレジット）制度を導入し、国内制作のコスト競争力を高め、海外に流
出している制作工程を国内に回帰させるインセンティブを設けるべきである。

積極的な文化外交の展開：東南アジア、中東、中南米といった多角化のターゲット
市場に対し、外交チャネルを通じて日本アニメを積極的に売り込み、国際共同製作
やビジネスマッチングの機会を創出するための政府支援を強化する。

日本のアニメ産業は、その創造性と文化的影響力において、依然として世界最高水
準にある。しかしその足元は極めて脆弱である。
内部の構造的欠陥を是正し、外部の地政学的嵐を乗り切るための戦略的変革を断行
できるか否か。その成否が、今後10年の日本アニメ、ひいては日本のソフトパワー
の未来を決定づけるだろう。
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有事を見据えた対応能力の確保を経済安全保障推進本部が提言|政策|ニュース|自由民主党,(2025.07.01)
https://www.jimin.jp/news/policy/210740.html

第217回国会における石破茂内閣総理大臣施政方針演説|政策-自由民主党,(2025.07.01)
https://www.jimin.jp/news/policy/209833.html

石破内閣主要政策-首相官邸,(2025.07.01)
https://www.kantei.go.jp/jp/headline/seisaku_ishiba/index.html

石破新政権誕生、経済政策の注目点は？-大和総研,(2025.07.01)
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20241003_024657.pdf

橋下氏『与党はナヨナヨ戦法』「よくやった」国会運営評価青木キャスターと「永田町は現金禁止」で一致も|特集-カンテレ,
(2025.07.01)
https://www.ktv.jp/news/feature/250626-nayonayo/

【報ステ全文】選択的夫婦別姓‧止まらぬ物価高の対策…8党首に聞く“日本の行方”|長崎ニュース,(2025.07.01)
https://www.ncctv.co.jp/news/article/15875364

CommerceFurtherRestrictsChina'sArtificialIntelligenceandAdvancedComputingCapabilities-BureauofIndustryandSecurity,
(2025.06.29)
https://www.bis.gov/press-release/commerce-further-restricts-chinas-artificial-intelligence-advanced-computing-capabilities
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ChineseMilitaryCompaniesSanctions-|OfficeofForeignAssetsControl,(2025.06.29)
https://ofac.treasury.gov/faqs/topic/5671

DOD'sExpandingListofChineseMilitaryCompanies‒Publications-MorganLewis,(2025.06.29)
https://www.morganlewis.com/pubs/2025/01/dods-expanding-list-of-chinese-military-companies

USaddstechgiantTencentandbatterymakerCATLtoChinesemilitarycompanieslist,(2025.06.29)
https://www.worldecr.com/news/us-adds-tech-giant-tencent-and-battery-maker-catl-to-chinese-military-companies-list/

www.morganlewis.com,(2025.06.29)
https://www.morganlewis.com/pubs/2025/01/dods-expanding-list-of-chinese-military-companies#:
~:text=The%20US%20Department%20of%20Defense%20(DOD)%20updated%20its%20CMC%20List,
of%20WeChat)%20and%20COSCO%20shipping.

TheImpactofU.S.DesignationofTencentasaChineseMilitaryCompanyonLocalandStateGovernments-CriticalPathSecurity,
(2025.06.29)
https://www.criticalpathsecurity.com/the-impact-of-u-s-designation-of-tencent-as-a-chinese-military-company-on-local-and-
state-governments/

TencentaddressesUSDepartmentofDefenseblacklistinclusionamidmarketfallout,(2025.06.29)
https://www.digitimes.com/news/a20250107VL203/tencent-us-department-of-defense-legal-military.html

WhatAreSecondarySanctions:Goals,Impact,andExamples-Vespia,(2025.06.29)
https://vespia.io/blog/secondary-sanctions

PrimaryvsSecondarySanctions‒Differences&Purposes-InterpolLawyers,(2025.06.29)
https://interpollawfirm.com/blog/primary-and-secondary-sanctions-explained/

SanctionsbytheNumbers:U.S.SecondarySanctions-CNAS,(2025.06.29)
https://www.cnas.org/publications/reports/sanctions-by-the-numbers-u-s-secondary-sanctions

TheU.S.ExpandsSecondarySanctionsRegimetoNon-U.S.FinancialInstitutions,(2025.06.29)
https://www.clydeco.com/en/insights/2024/03/the-u-s-expands-secondary-sanctions-regime-to-non

ThisIsHowUSSanctionsOnRussiaImpactTheGlobalEconomy-OliverWyman,(2025.06.29)
https://www.oliverwyman.com/our-expertise/insights/2024/feb/navigating-financial-risk-amid-russia-sanctions.html

UnitedStatesexpandssecondarysanctionsandotherrestrictionsonRussia|DavisPolk,(2025.06.29)
https://www.davispolk.com/insights/client-update/united-states-expands-secondary-sanctions-and-other-restrictions-russia

TencentaddedtoUSlistof'Chinesemilitarycompanies'-TheRegister,(2025.06.29)
https://www.theregister.com/2025/01/07/tencent_catl_chinese_military_company_list/

TencentDesignatedasaChineseMilitaryCompanybyUS-IGN,(2025.06.29)
https://www.ign.com/articles/tencent-designated-as-a-chinese-military-company-by-us

Tencent,CATLAmong70FirmsHitbyDODChineseMilitaryCompanyDesignation,SharesTumble|Kharon,(2025.06.29)
https://www.kharon.com/brief/tencent-catl-among-70-firms-hit-by-dod-chinese-military-company-designation-shares-tumble

USaddsTencenttolistoffirmsallegedlyaidingChinesemilitary|REUTERS-YouTube,(2025.06.29)
https://www.youtube.com/watch?v=0sGLl0MONQ8

USaddsTencenttoitsChineseMilitaryentitylist,butwhatdoesthatmean?,(2025.06.29)
https://www.androidcentral.com/apps-software/united-states-adds-tencent-to-entity-list

USDODLabelsTencentaChineseMilitaryFirm-Nintendojo,(2025.06.29)
https://www.nintendojo.com/news/single-stories/us-dod-labels-tencent-a-chinese-military-firm
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TencentSaysItsInclusiononUSListofFirmsAllegedlyAidingChina'sMilitaryIsMistake,(2025.06.29)
https://www.yicaiglobal.com/news/tencent-says-its-inclusion-on-us-list-of-firms-allegedly-aiding-chinas-military-is-mistake-
shares-sink

VOLUNTARYANNOUNCEMENT-Tencent,(2025.06.29)
https://static.www.tencent.com/uploads/2025/05/15/ed277c23e9fe0fc870fb9f02350e7658.pdf

Tencent&CATL:DoDListInclusion&WhatItMeansForInvestors-KraneShares,(2025.06.29)
https://kraneshares.com/tencent-catl-dod-list-inclusion-what-it-means-for-investors/

中国勢が日本のアニメを｢爆買い｣する事情世界で稼げる力に注目､元やドルが乱れ飛ぶ,(2025.07.01)
https://toyokeizai.net/articles/-/164865?display=b

独自化する中国のアニメ産業-日本社会学会,(2025.06.29)
https://jss-sociology.org/research/92/file/215.pdf

中国における特許売買‧訴訟の実態：日本企業が直面する課題|PatentRevenue,(2025.06.29)
https://patent-revenue.iprich.jp/%E5%B0%82%E9%96%80%E5%AE%B6%E5%90%91%E3%81%91/1277/

中国の知的財産権問題-Wikipedia,(2025.06.29)
https://ja.wikipedia.org/wiki/
%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E3%81%AE%E7%9F%A5%E7%9A%84%E8%B2%A1%E7%94%A3%E6%A8%A9%E5%95%8F%E9
%A1%8C

国務院、外国関連の知的財産権紛争処理規定を発表、「反外国制裁法」に基づく対抗措置なども明記(中国)|ビジネス短信-ジェ
トロ,(2025.06.29)
https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/03/8214c183ca4b1bbf.html

北京魏啓学法律事務所は「日本企業の中国における知的財産権訴訟に関する分析レポート」の複数のランキングに選出,
(2025.06.29)
https://www.law-wei.com/jp/news/info_news/20220421/443.html

中国知財情報〜速報と解説〜|知的財産権情報-日本機械輸出組合,(2025.06.29)
https://www.jmcti.org/trade/bull/China_ip.html

2023年度日系コンテンツ企業の中国ビジネス展開報告書-ジェトロ,(2025.06.29)
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jetro/overseas/cn_shanghai/report/20240331_r.pdf

日本コンテンツの海外展開に関する調査報告書―中国編―-文化庁,(2025.06.29)
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/kaizoku/assets/pdf/93753201_01.pdf

ChinaandJapanGovernmentsPushforMoreAnimeCo-ProductionsatRecentConference,(2025.06.29)
https://animecorner.me/china-and-japan-anime-co-production-government-summit/

アニメーション制作業界における下請適正取引等の推進のためのガイドライン,(2025.06.29)
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/guideline/16_animation.pdf

アニメーション動画制作は外注せず内製化すべき？メリット‧デメリットを解説-株式会社NOKID,(2025.06.29)
https://nokid.jp/blog/7628/

動画制作を依頼するのはリスク？後悔しないアニメーション動画制作の依頼方法を解説,(2025.06.29)
https://nokid.jp/blog/2171/

アニメ産業市場、初の２兆円突破中国など海外人気が牽引も…-JAPANForward,(2025.06.29)
https://japan-forward.com/ja/
%E3%82%A2%E3%83%8B%E3%83%A1%E7%94%A3%E6%A5%AD%E5%B8%82%E5%A0%B4%E3%80%81%E5%88%9D%E3
%81%AE%EF%BC%92%E5%85%86%E5%86%86%E7%AA%81%E7%A0%B4%E3%80%80%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E3%81
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%AA%E3%81%A9%E6%B5%B7%E5%A4%96/

業界の現状及びアクションプラン（案）について【アニメ】（事務局資料②）,(2025.06.29)
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/entertainment_creative/pdf/003_04_02.pdf

我が国のコンテンツの中国展開における現状、課題および方策案,(2025.06.29)
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/kokusai/r03_02/pdf/93396401_03.pdf

IsChinaTakingOvertheAnimeIndustry?DefinitionsandData-BakerInstitute,(2025.06.29)
https://www.bakerinstitute.org/research/china-taking-over-anime-industry-definitions-and-data

"Animewillbemadewithacappedbudget,nomatterhowsuccessful".
TheissueswithproductioncommitteeexplainedbythefounderofGAINAXstudio,ToshioOkada.-Reddit,(2025.06.29)
https://www.reddit.com/r/anime/comments/11gpyk1/anime_will_be_made_with_a_capped_budget_no_matter/

MarketReport‐China‐-中国アニメ‧漫画産業の現状及び日本企業進出のビジネスチャンス,(2025.06.29)
https://www.yamada-cg.co.jp/share/images/internationalbusiness/case/parts01_0000005213.pdf

アニメ制作市場、初の3000億円突破過去最高を大幅更新『すずめの戸締まり』など映画の相次ぐヒットが追い風動画配信向けも
好調|株式会社帝国データバンクのプレスリリース-PRTIMES,(2025.06.29)
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000924.000043465.html

アニメ市場成長の裏側を可視化してみた｜湯通堂圭祐|エンタメ×データ分析-note,(2025.06.29)
https://note.com/yutsudo/n/n892257a78f5a

1話あたりアニメの制作費って？【2024年版】費用を抑えた制作代行先まとめ-ココナラマガジン,(2025.06.29)
https://coconala.com/magazine/3042

アニメ制作費の全貌！1話あたりの費用と節約のコツを公開-EMEAO!,(2025.06.29)
https://emeao.jp/ikkatsu-column/anime_production_costs_saving_tips/

【2025年以降】世界が熱狂する日本アニメ市場の未来予測と成長戦略-株式会社オールマネージ,(2025.06.29)
https://allmanage.co.jp/987/

特別企画：アニメ制作業界動向調査（2020年）|記事|新日本法規WEBサイト,(2025.06.29)
https://www.sn-hoki.co.jp/articles/article1056703/

日本のアニメにおける製作委員会方式とはどのようなしくみか|海外との違いも紹介,(2025.06.29)
https://paradigm-shift.co.jp/column/139/detail

平成２８年度コンテンツ産業強化対策援事業（映像コンテンツの海外展開と資調達の在りに関する調査事業）報告書,
(2025.06.29)
https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11274472&conten

アニメ業界志望なら知っておきたい"製作委員会方式"の歴史と課題-note,(2025.06.29)
https://note.com/anime_shukatu/n/n2e933ab04f8f

コンテンツの海外展開における法的課題〜契約と法律の視点から〜,(2025.06.29)
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/kokusai/r03_02/pdf/93396401_01.pdf

Synapse編集部が行く！日本アニメの現状Vol.1「製作委員会方式の成り立ちから,(2025.06.29)
https://www.videor.co.jp/digestplus/article/2019anime01.html

TVアニメはなくなったほうが「幸せ」？“カネ”が違いすぎるNetflixとAmazon-ビジネス+IT,(2025.06.29)
https://www.sbbit.jp/article/cont1/35625

ネットフリックスは、アニメ制作を根底から変えようとしている-BusinessInsiderJapan,(2025.06.29)
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https://www.businessinsider.jp/article/160917/

MAPPAの技術力を結集させ超ハイクオリティを追求した話題作『チェンソーマン』（4）〜最終話シーンメイキング篇-
CGWORLD.jp,(2025.06.29)
https://cgworld.jp/article/202303-chainsawman4.html

MAPPAがチェンソーマンに単独出資した理由とは!?SPY×FAMILY、呪術廻戦などのヒット作から見る、今後の漫画‧アニメビジ
ネスの行方,(2025.06.29)
https://globis.jp/article/58120/

チェンソーマンのアニメ化がビジネスとして成功したと思われるのにコアファンが少ない状況についての考察-note,(2025.06.29)
https://note.com/atssan/n/n98395d08758f

海外子会社からのロイヤリティ徴収税務上の注意点は？,(2025.06.29)
https://mondepal.com/info/column/452/

移転価格税制について-CDH,(2025.06.29)
https://www.cdhcpa.com/ja/
%E7%A7%BB%E8%BB%A2%E4%BE%A1%E6%A0%BC%E7%A8%8E%E5%88%B6%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3
%81%A6/

ベトナム進出で避けられない「移転価格税制」の基礎知識と対策-Digima〜出島,(2025.06.29)
https://www.digima-japan.com/knowhow/vietnam/expert-kuno-cpa-00007.php

移転価格税制のワンポイントアドバイス-HottaLiesenbergSaitoLLP,(2025.06.29)
https://hls-global.com/ja/2022/04/20/
%E7%A7%BB%E8%BB%A2%E4%BE%A1%E6%A0%BC%E7%A8%8E%E5%88%B6%E3%81%AE%E3%83%AF%E3%83%B3%E3
%83%9D%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%88%E3%82%A2%E3%83%89%E3%83%90%E3%82%A4%E3%82%B9/

海外子会社からのロイヤルティを検討‧算定したい-税理士法人フェアコンサルティング-移転価格税制外国子会社合算税制国際
税務コンサルティング,(2025.06.29)
https://www.faircongrp.tax/solution/tp_royalty/

ロイヤリティの消費税の判断の仕方|TSUJITAX辻国際税理士事務所,(2025.06.29)
https://tsujitax.com/
%E3%83%AD%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%81%AE%E6%B6%88%E8%B2%BB%E7
%A8%8E%E3%81%AE%E5%88%A4%E6%96%AD%E3%81%AE%E4%BB%95%E6%96%B9/

よくある事例-令和5年度経済産業省委託事業中堅‧中小企業向け「進出先国税制および税務ガバナンスに係る情報提供オンライ
ンセミナー」,(2025.06.29)
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kokusaisozei/itaxseminar2023/25.yokuaru.pdf

増えつつある税務署所管法人の移転価格課税リスク|PwCJapanグループ,(2025.06.29)
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/journal/zt-2020-06.html

移転価格税制と財務報告における無形資産評価の比較-太陽グラントソントン,(2025.06.29)
https://www.grantthornton.jp/insight/newsletter/international/202505/

2023年アニメ産業市場規模が史上最高値を更新‧スペシャルセッション「日本のアニメーションの海外展開、未来への展望」レ
ポート-GEMStandard,(2025.06.29)
https://www.gem-standard.com/columns/912

「アニメ産業レポート2024」発表：海外の成長が市場全体を牽引、国内ではテレビアニメ23時台枠が定着するなど新たな動き
も|Branc（ブラン）-BrandNewCreativity-,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2025/01/20/1421.html

アニメ関連サービス‧商品に関する米国市場レポート（米国有識者インタビュー等に基づく-ジェトロ,(2025.06.29)
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https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/2024/c4e281f9a67a5ddb/2024-07.pdf

AJA:AnimeIndustryGrewby14.3%toNewRecordHighin2023-News,(2025.06.29)
https://www.animenewsnetwork.com/news/2025-01-08/aja-anime-industry-grew-by-14.3-percent-to-new-record-high-in-2023/
.219656

TheAnimeIndustryJustHitNewHighAsSpecialReportDetailsIts$21.27BillionReach,(2025.06.29)
https://screenrant.com/anime-industry-growth-global-expansion-2025/

タグ：アニメ産業レポート-アニメーションビジネス‧ジャーナル,(2025.06.29)
http://animationbusiness.info/archives/tag/
%E3%82%A2%E3%83%8B%E3%83%A1%E7%94%A3%E6%A5%AD%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88

[オンデマンド配信]なぜオリジナルアニメを作るのか、そしてどのように作るのか|イベント-Too,(2025.06.29)
https://www.too.com/event/2021/OriginalAnime/

Netflixにおいて、日本のアニメのオリジナル企画が通りにくくなっているらしい｜徳力基彦（tokuriki）,(2025.06.29)
https://note.com/tokuriki/n/ned1702ff8143

アニメの企画ってどうやるの？実は企画書のフォーマットは重要ではない理由をアニメ会社の視点から解説します-株式会社
NOKID,(2025.06.29)
https://nokid.jp/blog/2187/

Netflixオリジナルアニメがダメなのは理由があった！/OTAKINGexplainswhyNetflixoriginalanimeisbad-YouTube,(2025.06.29)
https://www.youtube.com/watch?v=S07nKEBwdWQ

アニメ業界団体「NAFCA」が設立！人手‧スキル不足が深刻なアニメ制作現場のリアルを聞く,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2023/08/30/712.html

No.016『日本のアニメの衰退化問題その１』-note,(2025.06.29)
https://note.com/vast_zinnia289/n/nc9715d84eb88

中国のアニメに関する市場調査2022年度更新版-ジェトロ,(2025.06.29)
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/2023/72218cac73449251/animation-rev.pdf

アニメ人気に後押しされ、アジアで広がる商品化ビジネス|地域‧分析レポート-ジェトロ,(2025.06.29)
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2024/be07507437869e1b.html

グローバル市場における日本コンテンツ産業の可能性-CJPF,(2025.06.29)
https://cjpf.jp/modelcase/33contents/

国内とは全く異なる海外におけるアニメ人気の実態と、海外成長に向けた３つの提言-note,(2025.06.29)
https://note.com/haru_consulting/n/nc134b8b3da60

東南アジアでバズる日本アニメ、その共通点とは？｜オタク市場とグローバル文化観測-note,(2025.06.29)
https://note.com/cont_cons/n/n6be35525bc8a

【調査】アジア地域における日本コンテンツ、アニメがヒットの60〜70％を占める|Branc（ブラン）,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2024/05/23/1093.html

アニメ市場規模‧シェア分析-産業調査レポート-成長トレンド-MordorIntelligence,(2025.06.29)
https://www.mordorintelligence.com/ja/industry-reports/anime-market

日本アニメ産業にとって「油田」になる？中東‧アラブ地域の秘めたる熱狂「今後10年で最も成長するアニメ市場」と言われる
理由とは-東洋経済オンライン,(2025.06.29)
https://toyokeizai.net/articles/-/873850?display=b
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中東で「エンタメ振興策」急加速２億人市場で映像ビジネス拓く＝志村一隆,(2025.06.29)
https://weekly-economist.mainichi.jp/articles/20200512/se1/00m/020/005000c

サウジに刺さった日本アニメ“日本スタイル”の浸透と熱狂-ImpressWatch,(2025.06.29)
https://www.watch.impress.co.jp/docs/topic/1430865.html

コンテンツビジネス中東‧アラブ地域が日本アニメ産業にとって大きなビジネスチャンスな訳-note,(2025.06.29)
https://note.com/ibdginza/n/n91b36b0b220f

「オイルマネーではなく、コンテンツマネーだと思ってほしい」サウジのマンガプロダクションズCEOが語る、中東アニメビジ
ネスの課題と可能性-Branc,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2024/06/18/1126.html

マンガ‧アニメだけじゃない。全方位でコンテンツ立国を目指すサウジアラビアの国家戦略とは,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2024/04/15/1042.html

サウジアラビアの有望産業（エンターテインメント産業）についての投資環境‧市場調査-ジェトロ,(2025.06.29)
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7a1b2f8086cd8843/20180045_02.pdf

世界で荒稼ぎする｢日本アニメ｣熱狂と混沌の今インドや中東にも商機､潜在市場は34兆？,(2025.06.29)
https://toyokeizai.net/articles/-/673641

アニメ業界の製作委員会方式についてまとめてみた-note,(2025.06.29)
https://note.com/anitabi2000/n/n7f4ae21d72d6

わが国アニメ産業の現状と課題-ResearchFocus,(2025.06.29)
https://www.jri.co.jp/file/report/researchfocus/pdf/14718.pdf

アニメ業界の現状と課題、支援策とは-日本アニメーター‧演出協会（JAniCA）,(2025.06.29)
https://www.janica.jp/press/20170628_CJ-haifusiryo.pdf

平成30年度若手アニメーター等人材育成事業-文化庁,(2025.06.29)
https://www.bunka.go.jp/shinsei_boshu/kobo/1399976.html

文化庁委託事業令和6年度アニメーション人材育成調査研究事業-あにめのたね2025,(2025.06.29)
https://animenotane.jp/about/

ＩＳＡＮ国際標準視聴覚番号-日本映像ソフト協会,(2025.06.29)
https://www.jva-net.or.jp/isan/isan_userguide_ver2.2.pdf

コンテンツ海外展開を巡る課題と検討の方向性,(2025.06.29)
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/2015/dai9/siryou1.pdf

マンガ、アニメ、特撮、ゲーム等の国際的な振興拠点及びメディア芸術連携基盤等整備推進に-文化庁,(2025.06.29)
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/geijyutsu_kiban/pdf/94111001_01.pdf

生成AIによるアニメ制作の未来とは？最新技術と導入メリットを徹底解説！,(2025.06.29)
https://ai.sera-inc.co.jp/article/generated-ai-anime-production

AI映像が及ぼす３Dアニメーションとレンダーファームへの影響-GarageFarm,(2025.06.29)
https://garagefarm.net/jp-blog/ai-video-and-its-impact-on-3d-animation-rendering-and-render-farms

アニメ制作現場でのAI活用総合レポート：2025年版｜朱雀|SUZACQUE-note,(2025.06.29)
https://note.com/suzacque/n/n64a10cd92687

AIアニメーションとは？:技術、メリット、未来の展望-TechSuiteAIBlog,(2025.06.29)
https://techsuite.biz/3812/
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アニメ制作‧映像制作業界における生成AI活用事例〜プロンプティングを中心に〜|パンのブログ,(2025.06.29)
https://panhouse.blog/memo/
%E3%82%A2%E3%83%8B%E3%83%A1%E5%88%B6%E4%BD%9C%E3%83%BB%E6%98%A0%E5%83%8F%E5%88%B6%E4
%BD%9C%E6%A5%AD%E7%95%8C%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%94%9F%E6%88%90ai%E6%B
4%BB%E7%94%A8%E4%BA%8B%E4%BE%8B/

生成AIのアニメの著作権とは？活用事例や生成AIを用いたアニメもご紹介-AI研究所,(2025.06.29)
https://ai-kenkyujo.com/software/generative-ai/seiseiai-animation/

【最新版】アニメーションAIとは？活用方法とおすすめツール9選を紹介！-粕田屋,(2025.06.29)
https://kasudaya.com/blog/animation-ai/

バーチャルプロダクションとは-UnrealEngine,(2025.06.29)
https://www.unrealengine.com/ja/explainers/virtual-production/what-is-virtual-production

バーチャルプロダクションとは？メリットや活用事例、展望を解説！-ゼネラルアサヒ,(2025.06.29)
https://www.generalasahi.co.jp/cd/movie/topics/production/

バーチャルプロダクションを活用した「撮るアニメ」アイ‧ペアーズと上堀内佳寿也監督がオリジナル3DCGアニメーション作
品を製作中－クラウドファンディングが11/8（金）18時より開始-CGWORLD.jp,(2025.06.29)
https://cgworld.jp/flashnews/2411-i-pairs.html

バーチャルプロダクション-Wikipedia,(2025.06.29)
https://ja.wikipedia.org/wiki/
%E3%83%90%E3%83%BC%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%83%97%E3%83%AD%E3%83%80%E3%82%AF%E3%
82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3

【アニメ業界就職】アニメプロデューサーへの2つの道：企画サイド...,(2025.06.29)
https://note.com/anime_shukatu/n/n0fc6cdfa9575

アニメプロデューサーになるには？必要な4つのステップや仕事内容を解説,(2025.06.29)
https://www.anime.ac.jp/contents/column/2021/10/11/anime-producer/

アニメプロデューサーになるために必要なスキルとは？仕事内容と合わせて解説-代々木アニメーション学院,(2025.06.29)
https://www.yoani.co.jp/gyokainavi-top/animator/an-works/anime-producer/

アニメプロデューサーになるには？仕事内容や必要な資格-福岡デザイン&テクノロジー専門学校,(2025.06.29)
https://www.fca.ac.jp/work_book/361/

アニメプロデューサーになるには？仕事内容‧年収‧有名プロデューサーなど-キャラ転,(2025.06.29)
https://charaten.net/blog/detail.html&id=76

450.アニメ業界におけるプロデューサーはどんなお仕事をされていますか？-Fellows,(2025.06.29)
https://job.fellow-s.co.jp/dictionary/detail/450

アニメ制作プロデューサー|TECH.C.東京デザインテクノロジーセンター専門学校｜IT‧ロボット‧ゲーム‧アニメのプロになる,
(2025.06.29)
https://www.tech.ac.jp/work_books/animation-producer/

アニメーションプロデューサーに至るキャリアと現在の働き方|SPECIAL|CloverWorksOfficialsite,(2025.06.29)
https://cloverworks.co.jp/special/interview17/

アニメプロデューサーのキャリアアップ｜コラム-専門学校デジタルアーツ東京,(2025.06.29)
https://www.dat.ac.jp/course/anime/anime-column/anime-producer/career-enhancement/

アニメ制作進行の仕事内容は？必要なスキルや適性‧キャリアプランを解説,(2025.06.29)
https://www.anime.ac.jp/contents/column/2021/12/13/production-progress/
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アニメ制作を主導する、アニメプロデューサーの仕事とは？仕事内容やなり方、求められるスキルを解説|エンタメ人,
(2025.06.29)
https://entamejin.com/3443

アニメ業界キャリアパスマップ「アニメ創りの世界」|日本動画協会,(2025.06.29)
https://aja.gr.jp/jigyou/ikusei/anime-gyoukai_careermap_animedukurinosekai

業界最前線のプロデューサーらが「アニメプロデューサーは育成可能か」を議論【IMART2023】,(2025.06.29)
https://branc.jp/article/2024/02/16/954.html

アニメ企画制作：クリエイターの熱量を世界に届け、作品をヒットに導く仕事|Cocotame(ココタメ),(2025.06.29)
https://cocotame.jp/series/105778/

アニメメーカーの企画職（プロデューサー）って何するの？アニメ化決定の鍵は？-note,(2025.06.29)
https://note.com/anime_shukatu/n/n459f99051e5a

【サイゲームス仕事百科】アニメ制作チームの仕事とは？|CygamesMagazine（サイマガ）,(2025.06.29)
https://magazine.cygames.co.jp/archives/26407


